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マンスリー・ハイライト 拝啓社長殿 

トップのための経営財務情報 

第 530号 この資料は全部お読みいただいて 80秒です。 

今回のテーマ： 有価証券等の出国時課税制度の創設 

政府は 1月 14日に、2015年度税制改正の大綱を閣議決定しました。 

大綱には、時価 1億円以上の有価証券等を有する個人が、本年 7月以降国外転出する際に、有価証券

等の譲渡をしたものとみなして、未実現のキャピタルゲインに対して課税する旨が明記されています。 

租税回避行為の横行 

租税条約上、有価証券等のキャピタルゲインについては、有価証券等を売却したものが居住している

国に課税権があることとされています。日本から国外転出し、キャピタルゲイン非課税国の居住者とな

った後に、有価証券等の売却をおこなった場合には、日本及び出国先の両国で課税がおこなわれないこ

ととなります。キャピタルゲイン非課税国への永住者は年々増加する傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 キャピタルゲイン非課税国への永住者推移 

非課税国名 
永住者数 

平成 8年 平成 13年 平成 18年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 

シンガポール  813人 961人 1,302人 1,578人 1,692人 1,852人 

香 港 1,017人 418人 825人 1,604人 1,924人 2,151人 

ニュージーランド 2,517人 3,953人 5,367人 7,562人 8,049人 8,444人 

ス イ ス 2,375人 3,289人 3,742人 4,386人 4,550人 4,719人 

 出典：税制調査会 基礎問題小委員会 BEPS行動計画に関連する検討課題(所得税関連) 

国際的な租税回避への取り組み 

出国時課税制度は日本独特の制度ではありません。OECD(経済協力開発機構)は、行き過ぎた租税回避

行為を防ぐための対策として、15 項目からなる｢BEPS 行動計画｣を昨年 9 月に公表し、G20 で支持され

ました。BEPS行動計画「6 租税条約の濫用防止」において、租税回避防止のための国内法（出国時課

税制度等）が租税条約との関係で確実に適用できる措置を講じることとされています。 

また、諸外国の制度としては、カナダやドイツでは 1972 年から出国時課税制度を導入しており、ほ

かの先進諸国においても、出国時に未実現のキャピタルゲインの課税や、出国者が引続き元の居住地国

の居住者とみなされて全世界所得が課税されるなど、租税回避行為に対する対応をおこなっています。 

お見逃しなく！ 

出国時課税は、キャピタルゲインが未実現なので担税力が不十分なため、出国時に担保の提供と、納

税管理人の届出をすることによって、5 年間の納税猶予制度（最長 10 年まで延長可）が設けられます。

また、出国先がキャピタルゲイン非課税国でない場合には、二重課税の調整がされる見通しです。 
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